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独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構の業務執行状況

平成１６年度独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構年度計画 平成１６年度上半期業務執行状況

１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（１） 経費の抑制

機構運営関係費（公租公課等の固定的経費を除く ）につい。

て、下記の措置を講ずることにより、経費の抑制を図る。

ア 事務のマニュアル化 ○ 事務のマニュアル化

支部業務(労務管理・労務給与・労務厚生関係)のマニュア 各支部において、作成した２９項目のマニュアルによる事務処

ルによる事務処理を実施する。 理を実施しつつ、担当者会議の場を通じて支部から意見を聴取し

たところ、業務は支障なく円滑に実施されていた。

今後も引き続き、随時見直しを行っていくこととしている。

イ 事務のオンライン化 ○ 事務のオンライン化

従業員管理システム機器を換装し、企業会計システムとの 従業員管理システム機器の換装については、本年５月１０日、

回線を共有化する。 一般競争入札によって契約を締結したところである。

現在、現行プログラムを新たなシステムに移行するためのプロ

グラム改修及び動作確認作業を行っているところであり、平成

１７年３月にシステム機器の換装を終了する予定である。
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企業会計システム回線との共有化についても、この換装に併せ

行うこととしており、企業会計システムを含めた新ネットワーク

の開設に向け、ネットワーク設計を行っているところである。

また 「電算機システム整備検討チーム」を発足させ、更なる、

、 。情報システムの有効活用等について 検討しているところである

ウ 各種報告の必要性、報告方法の見直し ○ 各種報告の必要性、報告方法の見直し

各種報告については、必要最小限な報告・方法により、実 各種報告については、見直し・改正した報告書（２７項目）に

施する。 より実施中であり、事務の簡素化・効率化を念頭におきつつ適宜

見直しを行ったところ改正すべきものはなかった。

今後も引き続き、支部からの意見を聴取し、見直しを行ってい

くこととしている。

エ 事務用品の再利用化等 ○ 事務用品の再利用化等

コピー用紙、ファイル等事務用品の再利用化、室温の適温 「環境物品等調達の推進を図るための方針」に基づき前年度に

管理、昼休み等の消灯の励行を継続する。 引き続き次のことを実施している。

また、新規調達に当たっては省エネ機器の導入の促進を図 ・ファイル等の事務用品の再利用化

る。 ・新規調達の事務機器については省エネ機器を導入

「室温の適温管理の実施方針」及び「節電実施方針」に基づき

前年度に引き続き次のことを実施している。

・夏季軽装の推進

・室温の適温管理

・昼休み時間の消灯の励行
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・各室（個室、会議室、トイレ、給湯室）の不在時、廊下、階

段等の消灯の励行

・個人端末をすべて省電力設定（一定時間でモニタ、ハードデ

ィスクの電源を切断）

オ 一括購入及び割引制度の利用 ○ 一括購入及び割引制度の利用

印刷物等の一括購入、自動車保険契約及び電話の割引制度 本部及び支部における建物等の火災保険、自動車保険契約及び

については、引き続き利用するとともに、新たに実施可能な 電話の割引制度については、引き続き利用している。

ものについて検討の上、一括購入及び割引制度を利用する。 また、新たに実施可能な一括購入及び割引制度を利用すること

について検討を行っている。

カ 人件費の抑制 ○ 人件費の抑制

業務運営体制の整備の実施状況を踏まえ、人件費の抑制を 支部の業務点検等を踏まえ、平成１６年度当初の常勤職員数の

図る。 上限を４００人とした（対平成１５年度当初比△４人、対平成

１４年度当初比△８人 。）

（２） 業務運営体制の整備

ア 業務点検の結果を踏まえ 各支部の業務実施方法を見直す ○ 業務実施方法の見直し、 。

平成１５年度において、支部における主要な業務を点検した結

果、一部業務について効率化に向けた実施方法の見直しを提言し

た。

平成１６年度の上半期は、これら提言事項について積極的に取
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り組むよう各支部に指導してきた結果、通勤手当に係る実測デー

タ整理・地図ソフト利用による効率化及び旅費算定業務に係る旅

行パターンの分類・整理による効率化等については実施に移って

おり、残りの提言事項についても実施に向け鋭意努力していると

ころである。

今後は、更に指導を進め、提言による効果を検証し、効率化を

進めて行くこととしている。

イ 業務点検の結果を踏まえ 必要に応じて支部組織を見直す ○ 支部組織の見直し、 。

平成１５年度において、業務点検の結果を踏まえた支部組織の

見直し（横田支部、岩国支部、那覇支部及びコザ支部における職

、 ） 、位の削減 呉支部における係の間での職位配置の変更 を計画し

平成１６年度当初に実施した。

また、平成１６年度上半期においては、業務点検の結果を踏ま

、 （ 、え 平成１７年度当初に実施する支部組織の見直し 職位の削減

各支部専門職についての見直し）を検討している。

今後は、提言による効果を検証し、支部組織について効率化を

進めていくこととしている。

ウ 駐留軍等労働者の制服及び保護衣の購入契約及び在庫管理 ○ 制服及び保護衣の購入契約等の実施

の方法については、素案を試行する。 駐留軍等労働者の制服及び保護衣の購入契約及び在庫管理の方

法については、経費の抑制の観点及び業務運営の効率化（契約事

務の簡素化）の観点から、コストの低減を図り、必要の都度発注
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でき、在庫管理を必要としない「一般競争契約方式による単価契

約」が最も有効であることから、三沢、横田、佐世保各支部にお

いて実施している。

今後は、その他の支部において「一般競争契約方式による単価

契約」を順次実施することとしている。

（３） 職員の意識の高揚

ア 外部有識者による業務運営の効率化に関する講演会を年１ ○ 講演会の開催等

回以上開催する。 本部においては、業務運営の効率化に関する職員の意識を高揚

また、職員から募集した経費の節約及び業務の改善を目的 させるため計画的な講演会を実施しており、平成１６年度におい

とした標語、ポスターを活用し、本部及び各支部の各執務室 ては、ＣＳ（顧客満足度）と効率化を両立するためには、業務の

に掲示することにより、業務の効率化に関する職員の意識の 質の向上及びコスト意識の向上が重要であるという内容の講演会

高揚を図る。 を１０月に開催することとしている。

また、近年、民間等においては、情報システムを積極的に活用

した業務が進められている状況であることから、情報システムを

活用することにより業務の効率化を図るという内容の講演会の実

施を検討している。

さらに、支部においては、事務を行う上での効率化に関する講

演会の実施を検討している。

標語、ポスターの掲示については、平成１５年度に職員から募

集したものを活用し、第１四半期及び第２四半期に掲示した。
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イ 事務改善委員会は、職員から経費の節約及び業務の改善に ○ 経費の節約及び業務の改善に係る提案等の募集

係る提案等を募集する。 平成１６年度の提案募集要領を作成し、本部及び支部の職員に

応募のあった提案等について、審査の上、優秀なものにつ 周知した後、７月３０日から８月３０日の間、提案等を募集した

いて表彰を行うとともに、速やかに活用する。 ところ、前年と同様に多数の応募があった。

現在、予備審査を実施しており、今後、事務改善委員会におけ

る審査の上、入賞した作品については、速やかに活用することと

している。

２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関す

る目標を達成するためとるべき措置

（１） 駐留軍等労働者の募集

応募者の拡大を図るため次の施策を実施する。

ア 三沢、富士、呉、岩国、佐世保各支部において、ホームペ ○ インターネットによる応募

ージに載せた求人情報に対してインターネットによる応募が インターネットによる応募受付については、三沢、富士、呉、

できるようにする。 岩国、佐世保各支部に対する操作方法の説明及び運用試験の実施

並びにセキュリティ検査を行い、１０月１日から運用していると

ころである。

イ ホームページ上の求人情報の掲載データを適宜更新する。 ○ 求人情報の掲載データの更新

米側からの労務要求に基づき、求人情報を適宜更新しており、

９月３０日までの累計掲載データは１４４件である。
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ウ 駐留軍等労働者募集用パンフレットを作成、配布する。 ○ パンフレットの作成、配布

駐留軍等労働者募集用パンフレットの案を作成し、１２月から

の配布を予定している。

（２） 駐留軍等労働者の福利厚生施策

ア 駐留軍等労働者の多様化するニーズに応える福利厚生施策 ○ 福利厚生施策

を実施する。 駐留軍等労働者の多様化するニーズに応えるため、福利厚生の

項目を増やし、生活様式に合わせ幅広く選択できるシステムとし

て、人間ドック、歯科健診、育児・介護施設及びレジャー施設等

を割り引き利用できるアウトソーシング型福利厚生施策を、６月

１日から実施しているところである。

なお、駐留軍等労働者へは、新施策の概要を掲載した機構広報

誌（ ）の臨時増刊号を発行し、これを従業員各個人に直接LMO

送付するとともに、基地内にポスターを掲示して周知を図ったと

ころである。今後も引き続き、ガイドブック及び年４回の季報誌

の配布等により、幅広くＰＲを進めて行くこととする。

イ 駐留軍等労働者の制服及び保護衣について、関係機関との ○ 制服及び保護衣の早期貸与

調整の上、早期貸与できる新たな方法を実施する。 制服及び保護衣の早期貸与の方法については、契約手続期間を

短縮するとの観点から、米軍からの購入要求書受理後直ちに発注

でき、購入の度毎に入札等を行う必要がない「一般競争契約方式
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による単価契約」が最も有効であることから、三沢、横田、佐世

保各支部において実施している。

今後は、その他の支部において「一般競争契約方式による単価

契約」を順次実施することとしている。

（３） 駐留軍等労働者の給与その他の勤務条件等に係る調査、分

析、改善案の作成

ア 駐留軍等労働者の定年制度の在り方 ○ 駐留軍等労働者の定年制度の在り方

駐留軍等労働者の定年制度の在り方について、前年度まで 定年制度の在り方については、前年度までに行った調査、分析

に行った調査、分析を踏まえ、国との連携の下、改善案の素 を踏まえ、定年延長、再雇用制度（希望する者全員を対象）及び

案を作成する。 定年廃止の３案について、導入する場合のメリット・デメリット

等を分析中である。

今後は 高年齢者等の雇用の安定等に関する法律 の施行 平、「 」 （

成１８年４月）を踏まえ、高年齢者の雇用制度に関する情勢の変

化に速やかに対応するため、国との連携の下、今年度末までに改

善案を作成し、国に提示することととしている。

イ 駐留軍等労働者の給与制度の在り方 ○ 駐留軍等労働者の給与制度の在り方

駐留軍等労働者の給与制度の在り方について、前年度まで 給与制度の在り方については、検討に当たって踏まえるべき公

に行った調査、分析を踏まえ、国との連携の下、改善案の素 務員制度改革が進展していないことから論点整理に至っていない

案を作成する。 が、引き続き国の行政施策の企画立案に資する改善案の作成に向
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けて、公務員制度改革関連法案の調査、分析等を着実に行ってい

くこととしている。

ウ 上記ア及びイのほか、国との連携の下、必要となる課題に ○ 必要となる課題の調査、分析、改善案の作成

ついて調査、分析し、改善案の作成を行う。 駐留軍等労働者の給与その他の勤務条件等に係る調査、分析、

改善案の作成については、次のとおりである。

今後も、引き続き国と緊密に連携し、所要の調査・分析等を実

施することとしている。

１ 通勤災害による駐留軍等労働者の給与条件を業務上災害に

よる休業と同様に取扱うために必要な改善案を作成し提出

２ 人事院勧告に沿った寒冷地手当の改正に必要な改善案を作

成中

３ 剰余金の使途

ア 駐留軍等労働者の福利厚生施策の充実を図る。 ○ 福利厚生施策の充実

福利厚生施策の充実を図るべく、職場単位の健康器具の配布等

を予定している。

イ 広報関係施策の充実を図る。 ○ 広報関係施策の充実

本年５月、駐留軍等労働者に対する新たな福利厚生施策の実施

に合わせて、広報誌「ＬＭＯ」の臨時増刊号を発行し、これを駐
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、 。留軍等労働者各個人に直接配布し 機構の新たな施策を紹介した

なお、今後、広報用機材を整備することとしている。

４ その他主務省令で定める業務運営に関する事項

人事に関する計画

ア 人事交流計画に基づき、防衛庁／防衛施設庁との人事交流 ○ 人事交流

を実施するとともに、職員の能力・資質・職務経験等を踏ま 前年度の防衛庁／防衛施設庁との間での人事交流計画の見直し

え、適正な配置を図る。 についての検討及び調整の結果や職員の配置に関する各所属長等

また、次年度の人事交流について検討し、防衛庁／防衛施 との個別調整の結果を踏まえ、人事交流を実施し、職員の適正な

設庁と調整を行う。 配置を図った。

今年度も業務の継続性の確保を念頭に異動規模の検討を行うと

ともに、職員への意向調査（１０月１日付）及び勤務評定（１月

１日付）を実施し、職員の身上及び組織としての職員の業務上の

評価を把握し、人事交流及び職員の適正な配置のための防衛庁／

防衛施設庁と必要な調整を行う予定である。

イ 企業会計研修、労務管理業務研修、システム研修等の実務 ○ 研修

研修を適時適切に行うことができるよう年間の研修計画を作 今年度の研修計画については、引き続き機構の業務の円滑な遂

成し、実施する。 行に資するものとすることを念頭に、当初計画として機構で実施

する研修（初任研修、労務管理等業務研修、簿記研修、パソコン

研修、衛生管理者講習会等）及び他機関（防衛施設庁、人事院、

財務省 会計検査院等 における研修 合計４７件を計画した 平、 ） 、 （
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成１５年度は２７件 。）

このうち、上半期は初任研修、労務管理・労務給与業務研修、

衛生管理者講習会等機構で実施する研修を４件実施し、人事院関

東事務局課長補佐研修、人事院沖縄事務所中堅係員研修等１４件

に職員を参加させた。


